
協議第８号 
 
   地域自治組織等の取扱いについて 
 
 地域自治組織等の取扱いについて承認を求める。 

 
  平成 21 年 2 月 24 日 提出 

 
熊本市・城南町合併協議会会長 幸 山 政 史 

 
 
地域自治組織等の取扱いについて 

 
 
  合併時に城南町の区域に「合併特例区」を設置する。 
 
  1. 名称は、城南町とする。 

 

2. 設置期間は、合併の日から５年間とする。 

 
平成２１年３月２７日    原案承認 ・ 修正承認 ・ 継続審議 

 



熊本市・城南町合併協議会 

事務事業調査票 
作業部会名： 総務部会             

協議項目 地域自治組織等 小項目名 地域自治組織等 

 

協 議 内 容 

1.地域審議会 

2.地方自治法に基づく地域自治区 

3.合併特例法に基づく地域自治区 

4.合併特例区 

の制度の活用について 

合併協議会 
協 議 結 果 

（ 調 整 方 針 ） 

合併時に城南町の区域に「合併特例区」を設置する。 

1. 名称は、城南町とする。 

2. 設置期間は、合併の日から５年間とする。 

制  度  比  較 

 熊 本 市 城 南 町 

市

町

別

内

容 

1.地域審議会  制度なし 

2.地方自治法に基づく地域自治区  制度なし 

3.合併特例法に基づく地域自治区  制度なし 

4.合併特例区  制度あり 

 

○富合町合併特例区制度導入の経緯 

 ・第５回合併協議会 

  「合併時に富合町の区域に「富合町合併特例区」を設

置する。 

   1.名称は、富合町とする。 

   2.設置期間は、合併の日から５年間とする。」 

  が承認され、合併特例区の導入が決定した。 

 ・第 10 回合併協議会 

  「富合町合併特例区規約」が承認され、処理する事務

等が決定した。 

 

○富合町合併特例区の概要・・・別紙のとおり  

 

 

 

 

 

 

 

      

1.地域審議会  制度なし 

2.地方自治法に基づく地域自治区  制度なし 

3.合併特例法に基づく地域自治区  制度なし 

4.合併特例区  制度なし 

相
違
点
と
課
題 

地域自治組織等の取扱いで、４つの制度の活用が考えられる中、熊本市は、富合町と合併する際、合併により心配さ

れる事柄（①住民の声が届きにくくなるのではないか②市の周辺部になることにより取り残されるのではないか③地

域の個性や伝統が失われるのではないか等）に対応するため、合併後の一定期間、その地域の住民の意見を反映し

つつ、規約で定められた事務を自らの事務として処理することができる合併特例区を設置した。 

城南町と合併する場合、これらの制度のうちどの制度を活用するのか。 

 
 



 

【地域自治組織等の比較】 

地 域 自 治 組 織  

 

 

地域審議会 
地域自治区 

合併による 

地域自治区 
合併特例区 

根拠法 合併特例法 地方自治法 合併特例法 合併特例法 

法人格 なし（長の付属機

関） 

なし なし あり（特別地方公共団

体） 

審 議 会 及 び 区

（以下「区等」

という）の権能 

 

 

 

 

合併市町村が処理す

る当該区域に係る事

務に関し、合併市町

村の長の諮問に応じ

審議し又は必要と認

める事項につき長に

意見を述べる。 

 

 

市町村長の権限に属

する事務を分掌さ

せ、地域の住民の意

見を反映させつつこ

れを処理する。 

市町村長の権限に属す

る事務を分掌させ、地

域の住民の意見を反映

させつつこれを処理す

る。 

合併後一定期間、旧市

町村単位で処理するこ

とが事務の効果的な処

理に資するもの及び地

域の住民生活の利便性

向上等のため合併特例

区が処理することが特

に必要と認められる事

務のうち、規約で定め

るものを処理する。 

区等の 

設置方法 

 

 

合併関係市町村の協

議により設置（議会

の議決を経る必要が

ある）。 

 

条例により設置。 合併関係市町村の協議

により設置（議会の議

決 を 経 る 必 要 が あ

る）。 

合併関係市町村の協議

により設置（議会の議

決を経る必要がある）。

また、協議により規約

を定め、知事の認可を

受ける必要がある。 

区等の 

設置期間 

合併後の一定期間 

（上限無し） 

／協議で定める 

制限無し 合併後の一定期間 

（上限無し） 

／協議で定める 

合併後の一定期間 

（上限５年） 

／協議による規約によ

る 

区等の事務所 ― 事務所は必置 事務所は必置 事務所は必置 

事務所長／ 

区長 

 

 

― 事務所長は市町村職

員（事務吏員） 

・事務所長は市町村職

員（事務吏員） 

・事務所長に代えて区

長（特別職）を置くこ

と可。 

※市町村長が選任 

※任期は２年以内 

 （協議による） 

・区長（特別職）を置

く。 

・区長は助役や支所長

との兼務は可。 

 ※市町村長が選任 

 ※任期は２年以内 

  （協議による規約

で定める） 

 

事務所の職員 

 

 

― 事務所の職員は市町

村職員。 

事務所の職員は市町村

職員。 

事務所の職員は市町村

職員のうちから市町村

長の同意を得て区長が

命じる。 

合併特例区職員は市町

村職員と併任。 

事務所の事務 

 

 

― 市町村長の権限に属

する事務を分掌する

とともに、地域協議

会の事務を処理。 

市町村長の権限に属す

る事務を分掌するとと

もに、地域協議会の事

務を処理。 

規約で定められた合併

特例区の事務を処理。 



地 域 自 治 組 織  

 

 

地域審議会 
地域自治区 

合併による 

地域自治区 
合併特例区 

審議機関 地域審議会 

（期間を定めて設

置） 

地域協議会 

（期限無し） 

地域協議会 

（期間を定めて設置） 

合併特例区協議会 

（合併特例区の期間に

連動して設置） 

審議機関の役割

や権限 

 

 

合併市町村が処理す

る当該区域に係る事

務に関し、 

①合併市町村の長の

諮問に応じ審議

し、又は 

②必要と認める事項

につき長に意見を

述べる。 

 

 

①地域協議会は、市

町村長等からの諮

問事項又は必要な

事項を審議し、長

に意見を述べる。 

②市町村長は、条例

で定める地域自治

区の区域に係る重

要事項について地

域協議会の意見を

聴かなければなら

ない。 

 

 

 

①地域協議会は、市町

村長等からの諮問事

項又は必要な事項を

審議し、長に意見を

述べる。 

②市町村長は、合併関

係市町村の協議によ

り定める地域自治区

の区域に係る重要事

項について地域協議

会の意見を聴かなけ

ればならない。 

 

①合併特例区協議会

は、市町村長等から

の諮問事項又は必要

な事項を審議し、長

に意見を述べる。 

②合併市町村の長は、

規約で定める合併特

例区の区域に係る重

要事項について合併

特例区協議会の意見

を聴かなければなら

ない。 

 

※合併特例区の予算や

規約の変更等につい

て、合併特例区協議

会の同意が必要。 

審議機関の委員

の選任方法等 

 

 

合併関係市町村の協

議による。 

 

※報酬は支給しなけ 

ればならない。 

当該区域に住所を有

する者のうちから市

町村長が選任。 

※任期は４年以内 

（条例で定める） 

※報酬は支給しない

ことができる。 

 

当該区域に住所を有す

る者のうちから市町村

長が選任。 

※任期は４年以内 

 （協議による） 

※報酬は支給しないこ

とができる。 

 

 

当該区域に住所を有す

る者で合併市町村の議

会の議員の被選挙権を

有する者のうちから規

約で定める方法により

市町村長が選任。 

※任期は２年以内 

 （規約による） 

※報酬は支給しないこ

とができる。 

住居表示 

 

― 地域自治区（旧市町

名）の名称は表示し

ない。 

地域自治区（旧市町

名）の名称を表示す

る。 

合併特例区（旧市町

名）の名称を表示す

る。 

予算編成権 

 

 

― なし 

（市町村において地

域自治区に係る予

算を措置） 

 

なし 

（市町村において地域

自治区に係る予算を

措置） 

 

あり 

（市町村により措置さ

れた財源を基に独自

の予算を編成。ただ

し、合併特例区協議

会の同意及び市町村

長の承認が必要） 

※課税、起債権限はな

し。 

〔参考〕 
 合併特例法上の合併特例区の設置期間が満了した後に、地方自治法上の地域自治区を設

置することができる。
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